
別紙様式２ 

令和 6年度被害者保護増進等事業費補助金事務局 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

当社は、令和６年度（又は令和 6年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）1.5％以上引き上げ

ることを表明いたします。 

また、以上のことについて従業員と合意したことを表明いたします。 

 

令和 年 月 日 

住 所 

氏名及び名称 

 

以上の内容について、我々従業員は、下記のとおり代表者より表明を受けました。 

 

記 

 

以上 

 

表明を受けた日 令和 年 月 日 

表明の方法 

 

令和 年 月 日 

事業所名称 

従業員代表 氏名 

給与又は経理担当者 氏名 

 

（留意事項） 

１．事業年度により賃上げを表明した場合には、募集要領に定める期限までに、当該年に給与総額が前年

と比べ 1.5%以上増加した旨の分かる当該事業年度の「法人事業概況説明書」を TOPPAN に提出してく

ださい。 

 なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活

動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を TOPPAN へ提出してください。 

２．暦年により賃上げを表明した場合には、募集要領に定める期限までに、当該年に給与総額が前年と比

べ 1.5%以上増加した旨の分かる当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を TOPPAN に

提出してください。 

３．上記１．又は２．に関する書類が公募要領に定める期限までに提出されなかった場合は、被害者保護

増進等事業費補助金交付申請及び実績報告の優先採択対象外となります。 


